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1．はじめに 
 2019 年末に感染拡大が進んだ新型コロナウイルス

（COVID-19）は現在、我が国においても深刻な公衆衛
生上の緊急事態となっている。2020 年 4 月 16 日に全国
を対象とした緊急事態宣言が出され、2020 年 11 月現在
では、全国で緊急事態宣言が解除されると同時に、外出

自粛と休業要請で疲弊した景気・経済の再興を目的とし

た、Go To キャンペーンが経済政策として立てられてい
る。しかしながら、依然として感染者数が急増しており、

それに伴い、テレワークやオンライン授業など、自宅か

ら出ない新しい生活様式が確立しつつあり、全国的に外

出率が低下してきている。昨今における人の流動がどの

ように変化しているかは、今後の感染拡大防止策や地域

の経済施策を考えるうえで必要な情報となりうる。 
 そこで本研究の目的は、2019 年から 2020 年における
人的流動の変化を、モバイル空間統計をもとに分析・考

察していくことである。 
 
2．対象地区とその感染状況 
 本研究では、函館圏（函館市、北斗市、七飯町）を対

象地区とする。函館圏では 2019年に PT調査データが集
計され、交通体系や人的流動の変化をもとにマスタープ

ランの作成が進んでおり、まちのあり方が確立しつつあ

るが、昨今における生活様式や移動の変化の影響は大き

く、諸計画について改めて見直しが必要である。 
 函館圏では 2020 年 10 月までに感染者数 1)が 10 人の
みであったが、11 月には函館市 71 人、北斗市 9 人、七
飯町１人と急増しており、死者数は 2020年 11月までに
1人である。 
 
3．使用データ 
 本研究において活用したモバイル空間統計 2)とは、

NTT Docomo の携帯電話ネットワークの運用データを
用いた人口統計であり、あるエリアに滞在する人口を

24 時間 365 日、年齢や居住地を含む様々な条件下で取
得することが可能である。なお、本研究で扱う集計規模

は 500m メッシュ滞在人口であり、平日・休日の集計方

法に関しては表-1 に記載する。滞在人口の属性値につ

いては適宜、居住地属性が付与されているものを活用し

た。さらに、モバイル空間統計では秘匿処理が行われて

いるため、各都道府県における滞在人口に関して欠損値

が生じてしまう。そこで、全国の滞在人口総数から道内

の滞在人口総数を差し引いた値を道外人口と仮定する。 

また、本研究において、滞在人口の減少率は緊急事態

宣言が出され人出が冷え込んだ 2020 年 5 月と、感染者
数が急増した 2020年 11月を例に分析を行う。特にこれ
らの月においては、著者らの先行研究 3)にならって、時

刻𝑡、平日・休日𝑤、観測年𝑦、観測月𝑚 におけるメッシ

ュ𝑔、の平均滞在人口を�̅�𝑔(𝑦,𝑚,𝑤,𝑡)  (式(2))として、各メッ
シュの前年に対する増減率𝐷𝑒𝑐g (式(1)) を図示する。 
さらに、より詳細な人口属性や推移を確認するために、

函館圏の観光地である「函館駅」「五稜郭」の滞在人口

について 2020年 4月 16日から 12月 10日の間で分析を
進める。 

�̅�𝑔(𝑦,𝑚,𝑤,𝑡) =  
∑ 𝑃𝑔(𝑑,𝑡)

𝑛
𝑑=1

𝑛
(1) 

 

𝐷𝑒𝑐𝑔 =  
�̅�𝑔(19,𝑚,𝑤,𝑡) − �̅�𝑔(20,𝑚,𝑤,𝑡)

�̅�𝑔(19,𝑚,𝑤,𝑡)
∗ 100 (2) 

4. 分析結果 
4.1函館圏滞在人口減少率 
a) 2020年 5月滞在人口減少率（平日、図-1） 
 中心部では JRと市電が存在するメッシュを軸に滞在
人口の減少傾向がみられる。一方で、多くが住宅を占め

る郊外部では増加傾向を確認することができた。これは

移動の自粛によることが考えられる。さらには大学等の

教育施設においても減少傾向であることが確認できた。 
b) 2020年 5月滞在人口減少率（休日、図-2） 

2019 年の函館圏 PT 調査データから、観光の際の移動

手段 4)として鉄道が最も多く利用されており、観光客が

多く訪れる休日も平日と同様に、「五稜郭」「函館駅」

「湯の川温泉街」などの観光地で減少傾向がみられ、郊

外部では増加傾向が確認できた。 
c) 2020年 11月滞在人口減少率（平日、図-3） 
 5 月の平日と比較し、全域で減少率は小さい傾向にあ
り、観光客の増加とテレワークの実施率が低下した可能

性がある。観光エリアに関しても、前年と同程度までの

流入人口が回復していることがわかる。しかし、教育施

表-1 平日・休日分類方法 

 
 
 
 

曜日 条件

平日 祝日または祝日の前日ではない火・水・木曜日

休日 祝日の前日である休日または土曜日

2019年・2020年　　4月16日～12月10日

対象年・月・日

令和２年度　土木学会北海道支部　論文報告集　第77号Ｄ－１７



設においては前年比で減少している傾向が見受けられた。 
d) 2020年 11月滞在人口減少率（休日、図-4） 
 5 月と比較して全域で減少率が低下傾向にあった。観
光地では、依然として滞在人口の減少傾向を確認するこ

とができた。 
 
4.2メッシュ別滞在人口 
函館市における道外滞在人口と、2020 年 5 月から 11

月までの「函館駅」と「五稜郭」のメッシュ滞在人口を

算出した。図-5から図-7に関しては、緊急事態宣言が出
されている期間、GoTo キャンペーン適用期間と東京発

着が開始した 10 月 1 日を基準に色分けして、示してい
る。総人口は道外人口と道内人口の和で示しており、東

京都人口は道外人口に含まれている。 
a) 函館市（図-5） 
道外人口に関して、2019 年では GW とお盆期間で非

常に高い数値を示しているが、2020年には、GWは 7分
の 1、お盆期間は 3 分の 1 ほどに低下している。東京都
人口に関しては、2019年 9月まで、休日における人口が
急増しているが、2020 年ほど人口は増加しなかった。

また道外人口・東京都人口ともに、GoTo 東京発着開始

の 10月以降、2019年と 2020年の差異が小さくなってき
ており、流入人口が例年通りになりつつある。 
b) 函館駅（図-6） 
 12 時、21 時ともに緊急事態宣言時に人口が落ち込み、
宣言解除を機に増加し始めているが、道外人口に大きな

変化は見られなかった。GoTo キャンペーン開始ととも

に、7月 9月における 4連休の 21時の道内人口が急増し
ており、時期を考慮すると、函館圏以外の道内人口増加

が大きく影響している可能性がある。12 時 21 時との人
口の差異は、函館駅近辺に飲食店や宿泊施設が多くある

ことが起因していると考えられる。函館圏で感染者数が

急増した 11 月については道外人口が増加傾向にあり、
そのうち、東京都人口が約半数を占めていることがわか

った。道外人口と道内人口の増加の波は、非常に類似し

ている。 
c) 五稜郭（図-7） 
 「函館駅」の道外人口が急増していた 9月・11月に関
して、11 月後半に多少の増加はあったものの、全体を
通して大きな変化は見られなかった。 
 

 
図-5 函館市における道外滞在人口 

  
図-1 2020年 5月函館圏滞在人口減少率（平日） 

 
図-2 2020年 5月函館圏滞在人口減少率（休日） 

 
図-3 2020年 11月函館圏滞在人口減少率（平日） 

  
図-4 2020年 11月函館圏滞在人口減少率（休日） 
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5．まとめ 
本研究では、2020年 4月 10日から 2020年 12月 10日

までの函館圏の滞在人口とその減少率を算出した。緊急

事態宣言が出された 2020 年 5 月では、平日・休日とも
に、外出自粛に伴う郊外部の人口増加傾向と「函館駅」

「五稜郭」「函館山」「湯の川温泉街」などの観光地の

人口減少が確認でき、11 月の減少率は、5 月比較して函
館圏全域で減少率が低下していることが見て取れた。こ

れは函館市の滞在人口の推移から、道外の滞在人口増加

が起因していると考えられる。施設別の滞在人口では

「函館駅」における人口変化が大きく、特に 9月以降の
21 時における増加が道外人口・道内人口ともに著しい。
函館駅周辺では酒類を提供する飲食店が多く、接触頻度

が高くなる可能性があるため、施設の感染対策を徹底す

る必要があると考えられる。加えて、函館圏での観光で

は、鉄道・バスが利用されることが多く、公共交通利用

時のコロナ感染が懸念されるため、自動車の利用率が高

くなる可能性がある。 
先行研究 5)より函館圏では近年、自動車依存社会にな

っていることが問題となっており、自家用自動車の利用

者数増加を抑制したい。そこで、現在函館市でも実証実

験が行われている MaaS や SAVS 等の新交通が重要とな
る。これらの利用により、接触頻度が低下することが期

待され、地域交通・感染対策の両面においてメリットが

ある。このような短期での実施が可能な施策は、長期的

に続くと予想されるコロナに対しても、必要となりうる。 
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図-6 函館駅エリア滞在人口（上：12時・下：21時） 

 

  

 

図-7五稜郭エリアの滞在人口（上：12時・下：21時） 
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